
1 

 

 
  

 

 

もくじ 

京都府議会 2023年９月定例会 

ばばこうへい議員の議案討論    ・・・・・ １ 

議案採択結果           ・・・・・ ３ 

９月定例会を終えて 談話     ・・・・・ ４ 

 

●京都府議会2023年９月定例会で、日本共産党のばばこうへい議員が行なった議案討論の大要を紹介し

ます。 

ばばこうへい議員（日本共産党・京都市伏見区）   2023年 11月６日 
 

日本共産党の馬場紘平です。会派を代表して、ただいま議題となっております、議案 7件のうち、第８

号議案「京都府一般会計及び特別会計歳入歳出決算を認定に付する件」および第 10号議案「京都府水道

事業会計決算を認定に付する件」の２件に反対し、他の議案に賛成の立場から討論を行います。 

 まず、第８号議案「京都府一般会計及び特別会計歳入歳出決算を認定に付する件」についてです。 

2022 年度は長引くコロナ禍に異常な物価高が追い打ちをかけ、暮らしも地域経済も先行きが見通せな

い深刻な状況が広がった年でした。そうした中で、公の役割がこれまで以上に鋭く問われ、決算審議でも

本府がその役割を果たしてきたのかが大きく問われました。 

反対の理由の第一は、今後の新興感染症対策を抜本的に強化する上で、コロナ禍により、施設留め置き

での死亡の数や原因を明らかにし、保健所の職員体制など、課題を明らかにして総括をしていないためで

す。 

総括質疑では、京都府新型コロナウイルス感染症対策専門家会議でも、「救急車を呼んだが、入院でき

ずに送り返された」「コントロールセンターや救急隊から延命措置の有無を確認された」などの訴えが出

されていたことなども取り上げ、事実や課題を明らかにすることを求めたものの、具体的な数字や課題を

明らかにすることに背を向けながら、「必要な方は入院をしていただいてきた」とこれまで通りの答弁を

繰り返されました。検証のベースとなる数字などを府民的にも明らかにし、コロナ対策のしっかりとした

総括を行い、医療・福祉の充実、公衆衛生体制の強化や見直しなど速やかに取り組むべきです。 

 

第二は、消費税減税など最も効果的な物価高騰対策に背をむけ、インボイス制度導入前提の姿勢をと

り、また厳しい中小企業等が事業継続できるよう、直接的支援が必要であるにもかかわらず、初期投資が

必要な施策にとどまる一方、産業創造リーディングゾーンの本格実施が進められるなど、開発と一体の先

端産業に偏重した施策が進められているためです。 

書面審査では、「企業業績の回復」と評価した法人税の税収増も企業の規模別に見ると、欠損法人が顕

著に減少する規模の大きな企業と、引き続き７割の中小企業が赤字などと格差の広がりが浮き彫りにな

りました。さらに、コロナ倒産が 73件、コロナ特例融資などの返済がいよいよ始まる中で、借り換えな

どの融資制度もあるものの、返済ができなくなり代位弁済となっている件数が、４～８月だけでも 16件

に上っているなど、物価高騰なども相まって深刻な事態が広がっていることも明らかになりました。開発

と一体の先端産業を軸にした支援でなく、物価高に苦しむ中小企業・零細事業者への直接支援の実施や、

高温による農業被害など、12月補正予算も含めた緊急の支援策を強く求めるものです。 

 

第三は、子育て環境や少子化対策の基本に「子育てにやさしい風土づくり」をあげ、最大の課題である、

経済的負担の軽減、子どもの医療費の高校卒業までの無償化や学校給食の実施と無償化等に向けた府の

積極的な役割を発揮せず、自治体の公的役割をゆがめているためです。 
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書面審査では、他会派の委員からも学費問題など、子育てにかかる経済的負担の軽減を求める声があ

りましたが、全国では、子どもの医療費の 18歳までの無償化や給食費の無償化などに踏み出す自治体が

広がっています。こうした動きは、コロナ禍や物価高など広がる格差をどうするのか、住み続けることが

できる地域をどう作っていくのか、公の役割が大きく問われる中で重要な取り組みです。京都府が遅きに

失したとはいえ、子どもの医療費を拡充したとたん、さらに市町村で充実されることとなりました。子育

て支援の本格的支援が必要な今こそ、率先して子どもの医療費無償化や中学校給食の実施と無償化に踏

み出す公の役割を京都府が果たす時です。 

 

第四は、あらゆる分野で人材不足が深刻となっており、賃上げの必要性が明確になっているにもかか

わらず、最低賃金 1500円を速やかに進めようとしていないためです。また、技術継承などのため、府職

員の計画的採用等、特別の努力がされていないためです。 

総括質疑で知事は、賃上げは必要と改めて認めながら、早急な最低賃金 1500円の実現や、最低賃金審

議会で労使の総意として求められている中小事業者への「直接的かつ抜本的な対策」の具体化をどうする

のかについては、「バランスの取れた賃上げ」「引き続き努力してまいりたい」と答えるだけで具体的な中

身は全く出てきませんでした。 

我が国は、世界でも異常な賃金が上がらない国となっています。そこに物価高が直撃をしています。今

求められているのは、最低賃金 1500円の速やかな決断と、労使から繰り返し求められている中小企業に

対する「賃金支払い能力を補完する具体的な支援策」を国はもちろん、府でも実施することです。 

 

第五は、にぎわいや開発に重点が置かれ、府立大学内に１万人アリーナ建設など、府民の反対をよそに

進めようとした結果、植物園整備や大学整備などが遅れてきた上に、今後、北陸新幹線延伸をはじめ、新

たな府債発行により、そのつけを将来に先送りするやり方が、身近な事業や施策を削減することにつなが

り、その矛盾が顕在化しているためです。 

総括質疑では、職員らの努力もあり示された植物園の配置図案、学生から示された体育館整備案など、

現場の願いが明確になっているにも関わらず、知事はなお整備基本計画に固執し、いつから取り組むのか

という質問に「検討を進める」と答えるばかりでした。知事の責任は極めて重いと言わざるを得ません。

一方で、「財政が厳しい」といいながら、北陸新幹線延伸等については、府の財政負担が莫大になること

が十分想定されるにもかかわらず、推進する姿勢は極めて重大です。 

 

第六に、長年にわたる職員削減と、民間委託の増加により、技術継承などが大きな課題に直面している

ため、余計に、官民連携、広域化などの方向が推進され、強引に水道事業や消防司令などの広域化、民営

化をすすめようとしており、公の役割を後退させているためです。 

書面審査では、府営水道の技術職員について、41 人のうち 21 人が 50 歳から 59 歳になっている一方

で、30 歳未満が３人に留まっており、水道ビジョンでもベテラン職員が今後大幅に減少することが課題

として挙げられていることについて、しっかりとした計画をもって進める必要があるとの指摘に、公民連

携や広域化で「生み出されるマンパワーを有効に活用できる」「仕事のやり方を変えていくことも大切」

との答弁がありました。厳しい技術職員は、計画を持って確保するということにはなっておらず、一方で

そうしたことを口実に、公民連携や広域化を市町村に迫るということは、広域化ありきと言わなければな

りませんし、たとえ公民連携や広域化したとしても、技術職員の確保にめどが立つことにならないのは明

らかです。改めて、こうしたやり方はキッパリとやめるべきだと指摘しておきます。 

 

第七は、コロナの死亡者数やその原因、北山エリアの説明会、老朽原発の再稼働と原発敷地内に新たな

貯蔵施設建設、米軍基地従事者の事故をはじめ、府政運営の基本である、情報提供や情報公開、府民参加

など、極めて弱くなっているためです。 

書面審査では、使用済み核燃料の貯蔵施設建設問題や、米軍基地関係者による交通事故問題などの質

疑もありましたが、例えば使用済み核燃料の貯蔵施設建設については、関電や福井県などとのまともなや

り取りがなされていないことが明らかになりました。府民に対して必要な情報を明らかにすることは、府

民の府政への参加を促し、民主的な府政運営を行う上で基本となるものです。 

以上の理由から本議案には反対です。 

 

次に、第 10号議案「京都府水道事業会計決算を認定に付する件」についてです。 
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 過大な需要予測にもとづく建設負担水量を市町におしつけ、料金統一化により高い水道料金となり、前

年比 34.6％増の約８億 3000万円と大幅な営業利益を生んでおり、さらに水道事業の維持に広域化への道

のみを示し続けており反対です。 

以上で討論を終わります。ご清聴ありがとうございました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◼ 議案議決結果（※議案第 1-6号、意見書、請願の採択結果は府政報告№2191に掲載） 

議案 

番号 
件名 

議決 

月日 

議決 

結果 

賛否の状況 

共
産 

自
民 

維
国 

府
民 

公
明 

躍
動 

第 7号 
令和 4年度京都府流域下水道事

業会計資本金の額の減少の件 
11月 6日 

原案 

可決 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第 8号 

令和 4年度京都府一般会計及び

特別会計歳入歳出決算を認定に

付する件 

11月 6日 認定 × ○ ○ ○ ○ ○ 

第 9号 
令和 4年度京都府電気事業会計

決算を認定に付する件 
11月 6日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第 10号 
令和 4年度京都府水道事業会計

決算を認定に付する件 
11月 6日 認定 × ○ ○ ○ ○ ○ 

第 11号 
令和 4年度京都府病院事業会計

決算を認定に付する件 
11月 6日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第 12号 
令和 4年度京都府工業用水道事

業会計決算を認定に付する件 
11月 6日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

第 13号 
令和 4年度京都府流域下水道事

業会計決算を認定に付する件 
11月 6日 認定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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2023年９月定例議会を終えて 
2023年 11月 9日 

日本共産党京都府会議員団 

団 長  島 田 敬 子 

 

１、９月 13日に開会した９月定例議会が、2022年度決算特別委員会をはさみ 11月６日に閉会した。 

今議会は、８月に発生した台風７号による甚大な被害や、コロナ禍に加え物価高による暮らし

と経済への深刻な影響が出ているもとで、公共の役割が問われる中で開かれた。また、臨時国会が

開かれたものの、経済対策の失政やインボイスの強行など国民的批判や、さらに目を覆いたくな

るようなガザへのジェノサイドが行われ、その停止を求める国際世論の中で、審議が行われた。 

わが党議員団は、台風被害調査や被災者救援、深刻な暮らしと賃金の実態を可視化しつつ、食料

提供の取り組みや運動と連携し、京都府政の課題を浮き彫りにし、その大本の転換を浮き彫りと

する立場から積極的に論戦した。また、議会中、緊急にガザ侵攻をやめ、即時停戦を求める宣伝に

も団あげて取り組んだ。 

  こうした中、閉会日には 2024年度の予算要望を西脇知事に提出した。 

 

２、今議会に提案された議案 13件のうち、第８号議案「令和 4年度京都府一般会計及び特別会計歳

入歳出決算を認定に付する件」及び第 10号議案「令和 4年度京都府水道事業会計決算を認定に付

する件」に反対し、他の議案は賛成した。 

第８号議案「令和 4 年度京都府一般会計及び特別会計歳入歳出決算を認定に付する件」は、二

期目を迎えた西脇知事最初の決算である。 

反対の理由の第一は、今後の新興感染症対策を抜本的に強化する上で、コロナ禍による施設留

め置き死者数の詳細や原因を明らかにせず、「必要な方は入院をしていただいてきた」とこれまで

通りの答弁を繰り返し、今後の新興感染症対策を本格的にとるためにも、コロナ禍で浮彫となっ

た保健所職員や体制、入院コントロールセンターの在り方、入院待機ステーションの運用をはじ

め、課題を明らかにして総括していないためである。 

第二は、欠損法人が顕著に減少している大手企業と、７割の中小企業が赤字などと格差の広が

りが浮き彫りとなり、またコロナ倒産 73件、コロナ特例融資などの返済ができず代位弁済が 16件

（４～８月）等、コロナ施策の打ち切りや物価高騰、インボイス強行が重なっているにも関わら

ず、中小企業等が事業継続できる直接支援策が、初期投資が必要な施策にとどまる一方、産業創造

リーディングゾーンの本格実施が進められるなど、開発と一体の先端産業に偏重した施策が進め

られているためである。 

第三は、書面審査で他会派からも学費負担軽減など子育てにかかる経済的負担軽減の要望や体

育館へのエアコン設置や教職員の増員等が出され、また、遅きに失したとはいえ、京都府の子ども

の医療費助成制度がこの九月から拡充されることになったとたん、市町村での拡充がいっそうす

すんだように、子育て支援の柱に、学校給食の実施と無償化や給付制奨学金の拡充、などの具体化

が求められているにも関わらず、子育て環境や少子化対策の基本に「子育てにやさしい風土づく

り」をあげ、自治体の公的役割をゆがめているためである。 

第四は、あらゆる分野で人材不足が深刻となっており、賃上げの必要性が明確になっているに

もかかわらず、最低賃金 1500円の実現に西脇知事は「バランスのとれた賃上げが必要」と答弁し、

人事院勧告を上回る賃上げについても「財源の範囲内で」と述べるなど、最低賃金 1500円の速や

かな決断と、京都府最低賃金審議会からも求められている中小企業に対する「賃金支払い能力を

補完する具体的な支援策」を、国はもちろん、府でも実施する公的役割を果たそうとしてないため

である。 

第五は、にぎわいや開発に重点が置かれ、府立大学内に１万人アリーナ建設など、府民の反対を

よそに進めようとした結果、植物園整備や大学整備などが遅れてきた上に、今後、北陸新幹線延伸

をはじめ、新たな府債発行により、そのつけを将来に先送りするやり方が、身近な事業や施策を削

減することにつながり、その矛盾が顕在化しているためである。 
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第六は、長年にわたる職員削減と民間委託の増加により、あらゆる分野で人材不足の矛盾が噴

出しており、書面審査でも明らかにした府営水道の技術職員 41人のうち、30歳未満が３人となる

などあらゆる分野で技術継承が大きな課題に直面しているにも関わらず、公民連携や広域化で「生

み出されるマンパワーを有効に活用できる」「仕事のやり方を変えていくことも大切」と答弁する

など、厳しい現実を口実とし、水道事業や消防司令など、公民連携や広域化を強引に進めようと狙

うという公の役割を後退させているためである。 

第七は、コロナの死亡者数とその原因、北山エリアの府民説明会、老朽原発の再稼働と原発敷地

内に新たな貯蔵施設建設、米軍基地従事者の事故、有機フッ素化合物（PFOS）調査結果の情報非提

供をはじめ、府政運営の基本である、情報提供や情報公開、府民参加など、極めて弱くなっている

ためである。 

第 10号議案「京都府水道事業会計決算を認定に付する件」は、過大な需要予測にもとづく建設

負担水量を市町におしつけ、料金統一化により高い水道料金となり、前年比 34.6％増の約８億 3000

万円と大幅な営業利益を生んでおり、さらに水道事業の維持に広域化への道のみを示し続けてお

り反対した。 

 

３、府域に甚大な被害をもたらした台風７号に対し、党府議団は発災直後から全員が分担して被災

地調査を行い、３度にわたる申し入れを行うとともに、論戦を積み重ねてきた。今回の被害は、谷

筋の山が豪雨により流木とともに流出し、それにより河川や水路が土砂等であふれ、家に流入す

るというもので、災害救助法は速やかに適用されたものの、家屋の全壊件数の基準等を満たさな

いため、被災者生活再建支援法が適用されなければ、京都府の「地域再建被災者住宅支援事業」も

活用できず、床上浸水 79棟への支援策や床下浸水 289棟の復旧にむけた支援策がないままとなっ

ている。このため、被災者生活再建支援法の適用要件の見直しとともに、「京都府地域再建被災者

住宅支援事業」は、地域そのものの存続にも重大な影響がでるため、被災者生活再建支援法適用に

かかわらず、適用できるよう決断を強く求めた。また、自宅敷地内に流入した土砂や流木の処理や

農地の支援は、ボーダーレスな支援策を建設業協会や地元業者さんらの力を借りて取り組みを進

めるとともに、農家や中小企業、自営業者への抜本的支援策を求めた。さらに、保安林でない山も

含め土砂崩れの実態把握や抜本的な対策を市町や府、国と連携して取り組み、そのための広域振

興局を元にもどすことと一体の体制強化の検討を求めた。今後も被災地のみならず、気候危機の

新たな課題として、法改正も含め対策の抜本的強化が必要である。 

 

４、党議員団は、舞鶴の海上自衛隊基地への米国製長距離巡航ミサイル・トマホーク配備や司令部の

地下化等、大軍拡の動きや、福島第一原発汚染水海洋放出と福井県の老朽原発再稼働や使用済核

燃料保管施設建設、保険証廃止とマイナンバーカードへの一本化、大阪関西万博の強行など、岸田

政権や維新の会が強引にすすめる方向の行き詰まりを明らかにし、その大本の転換の必要性を浮

き彫りにしつつ、西脇知事の姿勢を質した。いずれの問題でも西脇知事は、府民の不安や反対の声

に耳をかさず、政府方針を丸ごと進める姿勢をあからさまに示した。 

  一方、党議員団は、物価高等暮らしの深刻さに反比例し、実質賃金が下がり続けており、その対

策を本格的に進めるため、９月から、党議員団が呼びかけて、国政予定候補、後援会の皆さんらの

皆さんと一緒に、街頭で「賃金・暮らしアンケート」に取り組み、そこでつかんだ実態を可視化す

るとともに、解決すべき課題を提起して論戦した。同時に、中小企業や農林水産業への直接支援策

など提案し、実現を求めた。中でも、高温障害の深刻な影響が農業等に出ており、緊急に丹後広域

振興局に国政予定候補と市町議員団そろって申し入れを行うなど、12月議会での補正予算も含め、

現場の実態を踏まえた対策を迫った。こうした中、９月定例議会で追加された「農林水産業経営改

善支援事業費」５億円に加え、12 月定例議会にも、さらに追加提案される方向が示されたことは

重要である。引き続き、調査にもとづく実態を可視化し、運動と共同を広げ、政策提案による施策

の実現をすすめるものである。 

  さらに、コロナ禍や物価高の深刻な影響が出ている学生に対し、国制度が届かない学生を対象

とした給付型奨学金制度創設、就労・奨学金返済一体支援事業の拡充、公共交通機関やＪＲ・私鉄
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事業者に働きかけ「学生割引」の拡充をはかることなど具体化を迫った。 

 

５、今議会、西脇府政による開発の行き詰まりが、より鮮明となったのが、北陸新幹線延伸計画や北

山エリア再開発である。 

  西脇知事が一貫して推進している北陸新幹線延伸計画は、鉄道運輸機構が強引に各地で調査を

進め、自治会による説明会開催要望にも背を向けるなど、何がなんでも延伸計画実施を狙ってい

る。しかし、今年度のみならず来年度着工もできない事態に陥っており、大阪関西万博の批判とと

もに、莫大な税金をつぎ込む計画への府民的批判の前に、中止以外にないことは明らかである。 

また、北山エリアについては、職員等から示された植物園の配置図案、学生から示された体育館

整備案などをもとに、100周年を迎える府立植物園が「生きた植物の博物館」として次の 100年に

向かうふさわしい整備に着手することや、書面審査で府立大学学長が、「ダラダラと協議ばっかり

するというわけじゃなくてですね、もう早いこと建ててくれよ、早いとこ増改築してくれよと、そ

ういうところを非常に強く要求している」との答弁がでるなど、府の責任は重大であるにもかか

わらず、府立大学内の一万人アリーナ建設断念と学生用体育館と老朽校舎の現場の願いに、府民

説明会や情報開示も含め、「検討を進める」と答えるばかりであった。 

 

６、９月定例議会には、「健康保険証の廃止」撤回や、患者・利用者のいのち・暮らし支えるケア労

働者の賃金改善と人員増のため、診療報酬・介護報酬・障害報酬の引き上げを求める請願等が提出

され、党議員団は採択に全力をあげたが、他会派がすべて反対し否決した。また、「消費税減税と

インボイス制度の中止を求める意見書」案、「患者・利用者のいのち・暮らしを支えるケア労働者

の賃金改善と人員増を求める意見書」案、「健康保険証の廃止」撤回を求める意見書」案、「大阪・

関西万博の中止を求める意見書」案をはじめ８件の意見書案を提案したが、他会派がすべて否決

した。 

一方、維新国民議員団から「患者からの看護職員へのハラスメント対策を求める意見書」案が提

案されたが、これに対し党府議団は「看護職員に対するハラスメント対策の強化を求める意見書」

案を提案し、ILOが採択したハラスメント包括的禁止条約を日本政府が批准していない問題等を指

摘し採択を求めたが、維新国民議員団も他会派もすべて反対し否決した。 

決算委員会書面審査でも、大阪の事例を「成功例」として、京都府に施策の実施を迫り、一方で

まともな調査も根拠もないまま「もっと削れるのではないか」と理事者に迫り、必要性を答弁され

て反論できないなど、まともに府民の暮らしに向き合わない姿勢が如実に示されるとともに、反

共では他会派と一致するという、第二自民党の姿と議会における存在意義が疑われる事態に陥っ

ている。また自民党会派から市長選挙に立候補するために離党し、「躍動京都」という新会派を一

人で結成し、それを応援する自民党府議がいるなど、自民党の行き詰まりも浮き彫りとなった。 

 

 暮らしの深刻さを前に、越年対策も含めた 12月議会での補正予算の提案と暮らしと地域、営業等

を守る公の役割を京都府が果たすことを引き続き求めるとともに、ガザやウクライナをめぐる事態

にも関わらず、岸田首相が憲法改正と軍拡大増税を狙い、また日本維新の会が、憲法改正の決断を首

相に求めるなどの異常な流れに、国民的な厳しい批判がいっそう広がっており、広範な府民の皆さ

んと共同し、大本の政治の転換を図るため、解散総選挙に追い込むとともに、２月の京都市長選挙で

の福山和人市長に向け全力をあげる。 

以上 
 

 

 


